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１．気候変動の漁業への影響について

私たちは大阪湾を拠点に、巻き網および船

曳網漁を営み、主にイワシやシラスを漁獲し

ています。漁業経営者として近年感じている

最大の課題の一つは、気候変動による海洋環

境の大きな変化です。

近年、大阪湾周辺でも海面水温が 1900 年以

降約 124 年間で約 1.33℃上昇し、その速度は

世界平均（約 0.6–0.7℃ / 世紀）の約 2 倍に達

しています。また、瀬戸内海沿岸の深さ 10m
付近では 1973 年以降約 1℃上昇し、大阪湾で

も同様の傾向があります。さらに、近年は黒

潮の大規模な蛇行が頻発し、大阪湾周辺海域

の水温や潮流の変動は複雑化しています。

こうした変化の結果、従来豊富であったイ

ワシやシラスの漁獲量が年々減少し、一方でこ

れまで少なかった魚種が頻繁に網にかかるよう

になりました。また、大阪湾名物のいかなごも

近年激減し、昨年からはシーズンになっても出

漁を取りやめざるを得ない状況に追い込まれて

います。この変化は漁業の収益性に直接影響を

及ぼし、安定的な経営を難しくしています。

２．従来の漁業経営とその課題

従来の漁業経営は、「魚をとればいい」と

いう単純な考えに基づいてきました。この背

景には、過去の豊富な漁獲量による成功体験

があり、短期的な利益追求に偏りがちでした。

また、経験と勘を頼りに漁獲を行うため漁獲

量が安定せず、不安定な経営を余儀なくされ

る課題もありました。

こうした従来型漁業経営の課題に加えて、

気候変動の影響が経営環境をさらに難しくし

ており、コロナ禍による魚価の低下が経営に

大きなダメージを与えました。

旧態依然とした漁業経営が資源枯渇や生態

系の破壊を招き、持続可能性を損なう恐れが

あることは認識していましたが、変革は進ん

でいませんでした。しかし、コロナ禍が経営

改革を進める契機となり、社名を「小島サス

テナブルフィッシャリーズ株式会社」に変更

し、本格的に持続可能な漁業経営に取り組む

ことにしました。

３．持続可能な漁業への挑戦

●成功事例調査と要因分析

世 界 の 成 功 事 例 を 調 査 し た と こ ろ、 ノ ル

ウェー等の北欧諸国の漁業産業が成功してい

る主な要因は、①科学的根拠に基づく資源管

理、②政府主導の明確な管理体制、③経営の

企業化・大規模化、④ ICT の積極的活用、⑤

持続可能な漁業認証でした。

そこで、これらの要素を参考に、社員と共

有しながら少しずつ取組を始めました。

●資源管理への取組

資源管理は漁業の持続性を担保する最重要

ポイントであることが共通認識となったもの

の、私たちだけの取組では効果が限定的です。

日本の資源管理制度は強制力に乏しく形骸化

している中で、「少ない漁獲量で収益を最大化

する＝楽して儲ける」をキーワードに、自主

基準を設けました。「楽して儲ける」私たちを

みて、他の漁業者たちがそれを模倣するよう

になれば資源管理は徐々に進んでいくと考え

たからです。

具体的には毎年予算作成時に年間漁獲量を

設定し、収益を最大化するために少しでも魚

価を上げる知恵を絞っています。「小さい魚は
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獲らない」、「旬を外した魚は獲らない」、「産

卵期の魚は獲らない」、「鮮度を保って品質を

向上させる」といった地道な取組の結果、魚

価は徐々に上昇しています。

●経営の企業化

経営の企業化として、計数管理を徹底し、「数

字で語る」文化を作っていくことに取り組ん

でいます。漁獲量や売上高、営業利益等の基

本項目に加えて、魚種別魚価、経費やエネル

ギー使用原単位、CO2 排出量等の様々な指標

を設け、毎月の推移を社員と共有し、取組の

成果を可視化しています。

 「経験と勘」よりも「事実と数字」をベース

に社内で議論できるようになったことで、社

員が自主的に新たな取組にチャレンジするよ

うになりました。例えば、エネルギー使用原

単位やCO2排出量を可視化することで、社員が

自主的に操業時のエンジン回転数を100rmp下

げる工夫を行い、年間のエネルギー使用原単

位が前年対比7％改善する成果を上げました。

●ICTの積極的活用

私たちのような捕獲漁業では、広大な大阪

湾で毎日魚群を探しながら操業しています。

特に「どこの漁場で操業するか？」という決

定は漁師にとって最も難しい課題です。これ

まではまさに「経験と勘」を頼りに操業場所

を選んでいましたが、狙った漁場で魚群が発

見できなかった場合、燃料を無駄に消費しな

がら大阪湾内を移動することになります。

そこで、漁獲量、魚種、漁獲場所（座標）、

漁獲時間、天候、水温、海流等の毎日の操業デー

タを各漁船に搭載したタブレット経由でデー

タベースに格納し、外部の海象データと合わ

せて分析をすることで、漁場を予測するシス

テムの構築に取り組んでいます。海の状況は

まだまだ未知の要素が多く、現時点では一定

の傾向を見出しているものの、実用化には至っ

ていません。今後は研究機関や大学等とも連

携し、予測精度の向上を目指しています。

●MEL認証取得

MEL（Marine Eco Label Japan）は日本独自

の水産エコラベル認証制度であり、持続可能

な漁業・養殖業を推進する目的で 2007 年に創

設されました。MEL 認証を受けることで、漁

業者は自分たちの操業が資源管理や環境保全

など持続可能性の基準を満たしていることを

消費者にアピールできます。私たちもイワシ、

シラス等複数の魚種で認証を取得しました。

現時点では認証ラベルの認知度がそれほど高

くなく、魚価の直接的な向上効果はまだ実感

できませんが、今後は国際認証である MSC の

取得を目指し取組を進めていきます。

４．おわりに

私たちの持続可能な漁業への取組は始まっ

たばかりですが、気候変動の影響は急速に進

行しています。今後も漁業環境の変化がさら

に加速することが予想される中、手遅れにな

らないように努力していく必要があります。

しかし、こうした取組をさらに推進するには、

漁業者個々の努力に加え、政府や自治体、研

究機関、消費者を含めた社会全体の支援と理

解が不可欠です。特に、未解明な部分が多い

海洋環境や水産資源の科学的な調査研究は漁

業者だけでは到底実施できません。海に関わ

る様々なステークホルダーが協力して進めて

いくことが求められます。また、消費者への

啓発活動を通じて、漁獲量や魚種の変化に応

じた新たな食文化や市場の形成も必要です。

私自身、漁業を営む者として、大阪湾の豊

かな海を次世代に引き継ぐ責任を強く感じて

います。気候変動がもたらす課題は大きいで

すが、適応策を積極的に推進し、地域社会と

協力して持続可能な漁業経営を実現していき

たいと考えています。

この投稿を通じて、私たちが直面している

現状と取組を共有し、気候変動問題への関心

と具体的な行動が広がることを願っています。


